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平成１４年１２月
環 境 事 業 団

東京ＰＣＢ廃棄物処理施設設置工事の競争参加資格（予定）について

東京ＰＣＢ廃棄物処理施設設置工事は、次に掲げる工事範囲とし、下記の競争参加資
格とすることを予定しています。
① 高濃度ＰＣＢ廃棄物処理プラント及びその付帯設備の設置工事、建築物(基礎を
含む ）及びその付帯設備の建築工事並びに外構工事等に係る設計。
② 高濃度ＰＣＢ廃棄物処理プラント及びその付帯設備の設置工事の施工
③ 敷地内に整備されるＰＣＢ廃棄物処理施設全体の設置工事に係る統括業務

記

競争参加資格（予定）

（ 「 」 。）競争参加資格確認申請書及び競争参加資格確認資料 以下 競争参加申請書 という
の提出期限において 次の(1)に掲げる条件を全て満たしている者を代表者とし かつ(2)、 、
の構成要件を満たしている異工種の者により結成された特定建設工事共同企業体（以下
異工種ＪＶ という 又は(1)及び(2)の条件を全て満たしている単体企業 以下 単「 」 。）、 （ 「
体有資格者 という であること 異工種ＪＶの代表者又は単体有資格者は(2)①(ﾛ)か」 。） 。
ら(ﾎ)に掲げる構成員の要件を満足する全ての者若しくは一部の者を使用することがで
き、これにより当該構成員の要件を満足するものとする。

(1) 異工種ＪＶの代表者の条件
（ ）① 環境事業団工事等請負業者選定事務処理要領 昭和57年公害防止事業団達第２号

第２条第１項各号の規定に該当しない者であること。
② 環境事業団から「平成13･14年度一般競争（指名競争）参加資格」の認定を受け
ていること（会社更生法（昭和27年法律第172号）に基づき更生手続開始の申立が
なされている者又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の
申立がなされている者については、手続開始の決定後、環境事業団が別に定める手
続に基づき再認定を受けていること 。。）
③ ②の認定に係る平成13･14年度一般競争（指名競争）参加資格認定通知書に記載
された｢廃棄物処理施設等設置工事」の客観点数が1000点以上である者、又は廃棄
物の処理及び清掃に関する法律(昭和45年法律第137号。以下「廃棄物処理法」とい
う ）に基づく施設設置許可を受けたＰＣＢ廃棄物処理施設(ポリ塩化ビフェニル。
汚染物が処理できないものを除く ）のうちＰＣＢ廃棄物の処理に直接必要な設備。
の設計及び施工を行った実績(施工中のものを含む ）を有する者であること。。
④ 東京都内に建設業法（昭和24年法律第100号）に基づく本社、支店又は営業所を
有すること。
⑤ 会社更生法に基づき更生手続の開始の申立がなされている者又は民事再生法に基
づき再生手続開始の申立がなされている者（②の再認定を受けた者を除く ）でな。
いこと。
⑥ 競争参加申請書の提出期限の日から入札執行の時までに、環境事業団から、環境
事業団指名停止措置要領（平成６年環境事業団達第６号）に基づく指名停止を受け
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ていないこと。
⑦ 次の条件をすべて満たす総合エンジニアリング企業であること。
(ｲ) 平成５年度以降に、元請又はＪＶの代表者として受注した工事で、次のいずれ
かの要件を満たす工事（以下「同種又は類似工事」という ）の施工実績を有。
すること。
[同種工事] 廃棄物処理法に基づく施設設置許可を受けたＰＣＢ廃棄物処理施設

設置工事
[類似工事] 公共事業又はＰＦＩ事業として発注された日当たり処理量100ｔ以上

のごみ処理施設（焼却施設に限る ）設置工事（工事が完了している。
ものに限る ）。

(ﾛ) 廃棄物処理施設の設計・施工及び運転管理に実績を有すること。
(ﾊ) ＰＣＢ廃棄物処理施設又はこれに類似した化学プラントの設計・施工及び運転
指導に実績を有すること。

⑧ 次の基準を満たす総括責任技術者を本工事の設計業務に配置できること。
(ｲ) 平成５年度以降に、⑦の(ｲ)に掲げる同種又は類似工事のプラント設計経験を
有し、設計者として１０年以上の経験を有する者であること。
(ﾛ) 廃棄物処理法に基づく施設設置許可申請手続の経験のある者であること。
⑨ 次の基準を満たす監理技術者を本工事の施工業務に専任で配置できること。
(ｲ) 平成５年度以降に、⑦の(ｲ)に掲げる同種又は類似工事の経験を有する者であ
ること。
(ﾛ) 監理技術者にあっては、監理技術者資格者証を有する者であること。
⑩ 本工事の競争に参加する他の異工種ＪＶの代表者又は単体有資格者でないこと。

(2) 異工種ＪＶの構成要件
① 異工種ＪＶは、次の条件を満たす者により構成するものとする。ただし、他の構
成員が満たさなければならない条件を満たす構成員が、当該他の構成員の役割を兼
ねることができるものとする。
(ｲ) 上記(1)の条件を満たす代表者
(ﾛ) 洗浄方式を採用する場合には、所要の性能を発揮できることが公平・公正性が
確保された第三者により確認されている処理方式（当該処理方式を改良したもの
を含む ）であって、かつ廃棄物処理法において基準化されている処理方式（以。
下「認定処理方式」という ）による溶剤洗浄技術の保有者。。
(ﾊ) 真空加熱分離処理装置を採用する場合には、認定処理方式による真空加熱分離
技術の保有者。
(ﾆ) 認定処理方式によるＰＣＢの分解技術の保有者。
(ﾎ) 環境事業団から「平成13･14年度一般競争（指名競争）参加資格（測量・建設
コンサルタント等 」のうち「建築関係建設コンサルタント」の認定を受けた者）
であって一級建築士事務所の登録をしている者であり、かつ平成５年度以降に日
当たり処理量100ｔ以上のごみ処理施設（焼却施設に限る ）に係る建築物（公。
共事業又はＰＦＩ事業として発注されたものに限る ）の設計実績(設計共同体。
又は下請けとしての実績を含む ）を有する者。。

② ①の(ﾛ)、(ﾊ)及び(ﾆ)の構成員にあっては、(1)の①に掲げる要領第２条第１項各
号（第３号を除く ）の規定に該当しない者であり、かつ(1)の⑤及び⑥に規定す。
る条件を満たす者でなければならない。
③ ①の(ﾎ)の構成員にあっては、(1)の①、②、⑤及び⑥に規定する条件を満たす者
でなければならない。


